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　西日本フィナンシャルホールディングス（以下「西日本FH」）は、このたび、投資家を中心としたステークホルダーの皆さまに、西日本FHグループの持続
的成長や価値創造に向けた取組みをご理解いただくため、「統合報告書2025（ディスクロージャー誌 本編）」を作成いたしました。本報告書は、国際統合報
告評議会（IIRC）が2013年12月に公表した「国際統合報告フレームワーク」を参考に、財務情報と経営理念・経営計画・ESG情報（環境・社会・ガバナンス）
などの非財務情報を統合的に編集しています。
　なお、本報告書は、銀行法第21条及び第52条の29に基づくディスクロージャー資料を兼ねています。ディスクロージャー資料としてご利用の際は、本報
告書及び「統合報告書2025（ディスクロージャー誌 資料編）」を併せてご参照ください。

グループ経営理念

私たちは、高い志と誇りを持って時代の変化に適応し、
お客さまとともに成長する総合力No.1の地域金融グループを目指します。
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［ グループ経営理念 ］

　私たちは、高い志と誇りを持って時代の変化に適応し、お客さま
とともに成長する総合力No.１の地域金融グループを目指します。
　私たちは、高い志と誇りを持って時代の変化に適応し、お客さま

［ シンボルマーク ］

　このシンボルマークは、未来を拓くエネルギーである「太陽」と、躍動感あふれる「羽」をモチーフと
しています。放射状に伸びる羽は、無限に広がる未来を表現しています。さらに、淡いオレンジから深
いオレンジへと変化を重ねる姿には、西日本FHグループを未来に向けて進化・変革させていこうと
いう決意が込められています。

［ グループブランドスローガン ］

ココロがある。コタエがある。

シンボルマークに込めた意味
　このシンボルマークは、未来を拓くエネルギーである｢太陽｣
と、躍動感あふれる｢羽｣をモチーフとしています。放射状に伸び
る羽は、無限に広がる未来を表現しています。さらに、淡いオレ
ンジから深いオレンジへと変化を重ねる姿には、西日本FHグル
ープを未来に向けて進化・変革させていこうという決意が込め
られています。
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●報告対象
　期間：2024年4月～2025年3月
　（一部、2025年4月以降の情報を含みます）
　範囲：西日本FH及び子会社・関連会社
●発行時期
　2025年7月

見通しに関するご注意
　本報告書には将来の業績に係る記述が含まれていますが、これらの記述は、将来の業績を保証するも
のではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可
能性があることにご留意ください。
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Top
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西日本フィナンシャルホールディングス

取締役社長

はじめに

　皆さまには、平素より格別のお引き立てを賜り、厚
く御礼申し上げます。

　私たち西日本フィナンシャルホールディングス（以下
「当社」）グループを取り巻く経営環境は、人口減少・
少子高齢化、デジタル化の加速、サステナビリティへ
の意識の高まり等を背景とした、企業・個人のお客さ
まニーズの多様化・高度化など大きく変化し続けてい
ます。また、足元では、米国の関税政策の動向など、
外部環境の不確実性も高まっています。
　他方、当社グループの主要地盤である九州・福岡
は経済力に富み、都市部及びその周辺地域における
開発プロジェクトの進行や半導体を中心とした産業の
集積、インバウンドの目覚ましい回復など、非常に恵
まれたマーケット環境にあります。さらに、日本銀行
の金融政策の変更に伴う市場金利の上昇は、金融業
界にとっては総じてプラスになると見込んでいます。
　こうしたなか、2023年４月にスタートした中期経営
計画「飛翔 2026 ～つなぐココロ、つなげるミライ～」

（期間：2023年4月～2026年3月。以下「現中計」）
は、最終年度を迎えました。現中計では、お客さま
のニーズと当社グループのソリューション機能をつな
ぐための「リレーションシップ・マネジメントの強化」
を主要テーマに掲げ、その具体策として「営業態勢
の強化」「人的資本の強化」に重点的に取り組んでお
り、本年はその総仕上げの年となります。

　「地域の発展なくして当社グループの発展なし」と
いう不変の信念のもと、外部環境を冷静に見定めな
がら、後述する現中計の戦略・施策を引き続き着実

に実行することにより、地域の発展とグループ企業価
値の向上につなげてまいります。

現中計の進捗状況
　現中計では、多様なステークホルダーとのつながりを
大切にしながら、お客さま起点の“One to Oneソリュー
ション”をヒューマンタッチとデジタルの両面で提供し、
地域の持続的な発展に貢献することを目指しています。
　その実現に向け、「お客さま起点の“One to Oneソ
リューション”の提供」「営業革新」「人財革新」「サステナ
ビリティへの取組み」の4つを基本戦略に掲げ、各戦略
に沿った9つの重点施策に取り組むことにより、収益性、
効率性、健全性といった経営指標の達成を目指します。

基本戦略１．お客さま起点の“One to One 
ソリューション”の提供（P29～39参照）

　「お客さま起点の“One to Oneソリューション”」 
とは、お客さま満足度を高め、長期的なお取引関係を
築くことを目指して、お客さま一人ひとりのニーズや課
題に合った商品やサービスを提供することを意味しま
す。現中計では、これまでに強化された当社グループ
の「陣構え」をフル活用して、その深化を図ります。

●企業へのソリューション提供
　社会環境の変化を背景に、企業の経営課題は財務
面のみならず、事業承継や人材確保、デジタル化へ
の対応など多岐にわたっています。それらの課題解決
に向け、グループ総合力をフルに発揮し、最適なソリ
ューションを提供してまいります。

　現中計では、企業にとって重要かつ優先度の高い
経営課題である事業承継・M&A、デジタル化・DX、

外部環境を冷静に見定めながら、
グループ総合力をフルに発揮し、
みなさまの課題解決とグループ企業価値の向上を目指します
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人材関連などの分野に関するソリュ
ーション提供に加えて、ストラクチャ
ードファイナンスにも注力していま
す。
　事業承継・M&Aの分野では、
本部サポート態勢のもと、専門的
で高度な手法を交えながら、幅広
いお客さまの支援に注力していま
す。さらに本年、潜在的な事業承
継ニーズの予測や、適切な買い手
候補の抽出を目的として、AIの活
用を開始しました。
　デジタル化・DX分野では、同分
野に強みを持つシティアスコム及び
イジゲングループと協力して、お客
さまの規模や課題に応じたソリュー
ション提供に注力しています。また、
本年2月、九州工業大学及び同大
学が 1 0 0 % 出 資する株 式 会 社
Kyutech ARISEと「DX支援に関す
る協定」を締結しました。3者の強み
を活かし、お客さまのDX人財育成

やDXに資するシステム導入に取り組むことで、DX実
現に向けた伴走支援を行っていきます。
　人材関連分野では、人材関連ソリューション機能を
有するグループ各社が連携し、個々のお客さまの課
題に応じた最適なソリューションを提供しています。
本年2月には、西日本シティ銀行内に人材支援チーム
を新設し、従来以上に深度のある人材関連のコンサ
ルティングが可能となりました。
　ストラクチャードファイナンスについては、外部専門
人財の採用を含め、専門部署の態勢を強化し、個々
の案件をしっかりと見極めながら、不動産、MLBO、
シップ・航空機など、マーケットが見込まれる分野へ
の取組みを進めています。

●個人のお客さまへのソリューション提供
お客さま本位の業務運営を徹底しながら、幅広いお

客さまに対して、ライフステージに応じた最適なソリュ
ーションを提供しています。
　資産形成層向けのコンサルティングについては、
NISAを起点にお客さまの資産形成ニーズを喚起し、
個々のお客さまに応じた長期分散投資の提案に注力
してきました。この結果、西日本シティ銀行のNISA口
座数は、地方銀行で第2位となったほか、グループにお
ける積立投資信託の契約数や預り資産残高も順調に
増加しています。
　ローン分野においては、専門拠点への機動的な
人員配置を行うなど態勢を強化し、地元の旺盛な住
宅需要を取り込んだ結果、住宅ローン残高は堅調に
増加しています。
　また、「大相続時代」を見据え、資産承継や相続のニ
ーズに対するソリューションを強化しています。昨年12
月、西日本シティ銀行は、一般財団法人あしなが育英
会と「遺言信託業務の提携に関する協定」を九州地銀
で初めて締結しました。これにより支援が必要な子ど
もたちに財産を遺したいというお客さまに対し、これま
で以上に充実した支援が可能となりました。
　本年3月には、当社グループのお客さま本位の金融
商品販売への取組みが評価され、株式会社格付投資
情報センターによる「R&I 顧客本位の金融販売会社評
価」において、西日本シティ銀行は国内銀行で最高水
準の「SS」、西日本シティTT証券は国内証券会社で最
高水準の「S＋」を獲得しました。これからも、お客さま一
人ひとりにとって最適な資産運用の提案ができるよう

努めてまいります。

基本戦略２．営業革新（P41～48参照）

現中計では、「ヒューマンタッチとデジタルのベストミ
ックスの追求」をキーコンセプトとして、デジタルチャネ
ルの機能を一層充実させるとともに、特に「ヒューマン
タッチ」の部分にフォーカスしています。当社グループ
の多様なソリューション機能をお客さまの課題・ニーズ
へ適切につなげていくために、リレーションシップ・マ
ネジメントの強化に重点的に取り組む方針としていま
す。その具体策の一つとして、本部サポート態勢やグ
ループ連携態勢の強化に取り組んでいます。

●営業態勢の強化
西日本シティ銀行は、お客さまの課題・ニーズとグ

ループのソリューション機能をつなぐ「結節点」を強化
するため、法人・個人それぞれの分野における本部専
門部隊を配置しています。これにより営業店から本部
及びグループ会社への情報連携件数は大きく増加して
おり、お客さまへの最適なソリューションの提供につな
がっています。情報連携件数の増加に加え、シティア
スコムや九州リースサービスのグループ化もあり、グ
ループ会社の連結業績への寄与度を示す連単倍率は、
地銀トップクラスの水準となっています。

●デジタル戦略
西日本シティ銀行は、デジタルチャネルを通じたお客

さまとの接点拡大のため、個人向けデジタルチャネル
「西日本シティ銀行アプリ」と、法人向けデジタルチャ
ネル「NCBビジネスステーション」の機能拡充を継続
しています。「西日本シティ銀行アプリ」については、
本年3月末時点の口座登録件数は117万件に達し、

「NCBビジネスステーション」の契約先数も6万件を超
えるなど、デジタルチャネルの利用は順調に拡大して
います。

●業務革新
2018年から開始し、現中計においても継続してい

る業務革新の活動は、当社グループの生産性向上に
大きく貢献しています。

西日本シティ銀行は、営業店事務を大幅に効率化
し、営業店をコンサルティング中心の場とすべく、本
年3月までに、全営業店のシステムを刷新しました。

新たな営業店システムは、行員が寄り添いながらお

中期経営計画「飛翔 2026 ～つなぐココロ、つなげるミライ～」の基本戦略と重点施策
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実績

2024年度
実績

2022年度
実績

2024年度
実績年度計画 年度計画中計KPI 中計KPI

2025年度 2025年度
目指す経営指標の進捗状況

収
益
性

効
率
性

健
全
性
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4.95％ 5.51％ 12.10%
（10.39%）

12.59%
（10.39%）

6.5％
程度

11.5%
程度

（10.3%
程度）

6％
程度

11％台
半ば

（10%台
前半）

基本戦略 1. お客さま起点の“One to Oneソリューション”の提供 【ソリューション力の強化】

重点施策
（1）企業へのソリューション提供
（2）個人のお客さまへのソリューション提供

基本戦略 2. 営業革新 【お客さま接点の強化】

重点施策
（1）営業態勢の強化
（2）デジタル戦略
（3）業務革新

基本戦略 3. 人財革新 【人的資本の強化】

重点施策
（1）人財育成
（2）働きがいの向上

基本戦略 4. サステナビリティへの取組み 【サステナビリティの強化】

重点施策
（1）持続可能な地域社会への貢献
（2）当社グループの持続的な成長に向けた取組み

トップメッセージ Top Message
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客さま自身が窓口に設置されたタブレットや入出金機
を操作し、お取引を完結させるものです。お客さまの
利便性を高めると同時に営業店事務の大幅な効率化
を実現することで、行員の業務をお客さまとの対面の
相談業務にシフトします。

このような業務革新の取組みを通じて、さらなる生
産性の向上に努め、現中計最終年度の2025年度に
は、行員一人あたりの顧客向けサービス業務利益※を
2022年度の1.6倍まで引き上げていくことを目指して
います。
※ （貸出金平残×預貸金利回り差+役務利益―営業経費）÷期中平均行員数

基本戦略３．人財革新（P49～58参照）
多様性に富み、活力溢れる組織風土を構築したいと

いうことは、私の社長就任時からのメッセージの1つで
す。グループ経営理念に掲げる「時代の変化に適応し、
お客さまとともに成長する」ためには、多様性に富み
活力溢れる組織であることが欠かせません。多様化・
高度化するお客さまニーズに沿って、当社の幅広いグ
ループ総合力・ソリューション機能を提供していくため
には、お客さまとの接点を担う「人」の役割が極めて
重要になります。

現中計では、従業員の専門性・スキルの向上を目標
に人財育成の取組みを一段と強化するとともに、多様
な人財が自身の業務にやりがいと誇りを持って取り組
んでいけるよう、働きがいのある職場づくりを進める
など、当社ビジネスの競争力の源泉である「人」への
投資（人的資本投資）を強化しています。

●人財育成
従業員一人ひとりの成長を後押しするため、階層

別・業務別研修の体系・内容を切れ目なく実施してい
るほか、リスキリングに向けた取組みを拡充しています。

また、当社グループの経営戦略の実現に必要とな
る、コンサルティング、DX、企画等の分野で当社グ
ループの将来を担う戦略人財を育成するため、FP1級
や中小企業診断士といった高度資格の取得支援プロ
グラムを充実させているほか、外部企業への出向やビ
ジネススクール等への派遣を積極的に実施しています。

●働きがいの向上
賃金水準の引上げなどによる従業員の処遇見直し、

老朽化店舗のリニューアル、ダイバーシティ＆インクル
ージョンの推進などを通じて、従業員一人ひとりがい
きいきと働くことができる職場環境を整備し、多様な

人財が活躍する組織風土の構築に取り組んでいます。
従業員の処遇改善には、グループ全社を挙げて取り

組んでいます。なお、西日本シティ銀行は、3年連続
で平均5％程度（定期昇給を含む年間賃金換算ベース）
の賃金の引上げや初任給の引上げを実施したほか、
従業員持株会の奨励金の引上げを実施しました。

職場環境の整備として、西日本シティ銀行の本店本
館ビルの建替えや老朽化店舗のリニューアル、ビジネ
スカジュアルの導入などにより、オフィス環境の改善を
進めています。

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進として、女
性活躍推進やキャリア採用など多様な人財の活躍に向
けた取組みは、当社グループが長年注力してきた分野
であり、女性管理職比率は年々上昇し、キャリア採用
者数も増加しています。

また、これまでは西日本シティ銀行において、従業
員のエンゲージメントに関する組織の状況を可視化、
分析するためのエンゲージメントサーベイを実施してき
ました。2024年度については、初めてグループベー
スで調査を実施し、心理的安全性などの評価は概ね良
好であった一方、会社の方針への共感などの評価に改
善の余地が見られる結果となりました。今後のエンゲ
ージメント向上の施策の展開に活かしてまいります。

基本戦略４．サステナビリティへの取組み    
(P9～12、P59～72参照)

●持続可能な地域社会への貢献
当社グループは、持続可能な社会の実現への貢献

を当社グループの経営戦略上の重要事項と位置付け
「グループサステナビリティ宣言」でコミットしています。
その一環として「2030年度までにカーボンニュートラ
ル」達成を目標として掲げており、CO₂排出量削減目
標を策定し、対応を進めています。また、持続可能な
社会の実現に資するファイナンスをサステナブルファイ
ナンスと位置づけ、その実行目標額を「2021年度から
2030年度までに累計2兆円」と定め、お客さまを金融
面で支援しています。他方、TCFD（気候関連財務情
報開示タスクフォース）提言に沿った気候関連情報の開
示の充実も進めてまいりました。本年については、投融
資先の事業活動と自然資本の関連性について、TNFD

（自然関連財務情報開示タスクフォース）のフレームワー
クに沿った分析を実施し、開示しています。

引き続き、お客さま・地域とともにさまざまな環境・

社会課題に向き合い、それらの課題解決に努めること
で、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

●当社グループの持続的な成長に向けた取組み
　企業価値向上に向けた取組み

当社の株価は、現中計がスタートした2023年4月以
降、株主還元の強化や市場金利の上昇などもあり、
TOPIXをアウトパフォームしながら上昇基調で推移して
います。株価の上昇に伴い、PBRは、本年3月末で
0.52倍まで回復していますが、依然として1倍を下回
っており、割安な状態が続いていると認識しています。
一方、連結ROEは、現中計施策の着実な進捗に加
え、国内の市場金利の上昇という追い風もある中、
2024年度で5.51%と前期比で上昇に転じており、現
中計最終年度の2025年度については、当初の中計
KPIを上回る6.5%程度となる見通しです。

加えて、中計施策の取組状況等の継続的な開示や
投資家の皆さまとの対話を通じ、PERの向上を図るこ
とで、さらなる企業価値の向上（PBR改善）につなげ
てまいります。

　資本政策
現中計では、当社グループの持続的な成長・企業

価値の向上に向けて、「十分な資本水準の確保」、将
来を見据えた「成長投資」、株主・投資家の皆さまへの

「利益還元の充実」という3点のバランスに配意し、資
本運営を行っています。
「十分な資本水準の確保」については、現中計最終
年度に、バーゼルⅢの経過措置を除いた完全適用ベー
スで自己資本比率10％台前
半を維持することを目指して
おり、現時点では概ね計画ど
おりである10.3%程度の着地
となる見通しです。
「成長投資」については、前
述の人的資本投資のほか、生
産性・効率性の向上やお客さま
の利便性向上に資する戦略的
システム投資を実施しています。
「利益還元の充実」として、
2023年度より、総還元性向
の目安を、親会社株主に帰属
する当期純利益の「30%程度」
から「40%程度」に引き上げ、

株主還元を実施しています。2024年度の1株あたり
配当額は前年度比20円増の75円、配当総額は105
億円となり、20億円の自己株式取得を合わせた株主
還元額は125億円、総還元性向は40.3％でした。ま
た、2025年度の配当については、年間配当額を15
円引き上げ1株あたり90円の予想としており、5年度
連続の増配を予定しています。

政策保有株式については、現中計期間中に連結純
資産に占める割合を20%未満（時価ベース）とする目
標を公表しています。前年度に続き、残高縮減を進め
た結果、2025年3月末の政策保有株式の連結純資産
に占める割合は目標値の20%を下回る17.7%へと低
下しました。

引き続き、銘柄ごとに保有継続の妥当性を適宜検証
し、残高の縮減を検討していきます。

終わりに
2025年度は、現中計の最終年度であり、目指す経

営指標の達成に向け、4つの基本戦略とその重点施策
の実行をさらに加速する一方、次期中計の戦略を練り
上げる重要な1年になります。私たちは、グループ経
営理念である「高い志と誇りを持って時代の変化に適
応し、お客さまとともに成長する総合力No.1の地域金
融グループ」の実現に向け、この不変の理念を全役職
員が共有のうえ、地域社会の持続的な発展と企業価
値の向上を目指してまいります。

今後とも一層のご支援・ご愛顧をよろしくお願い申
し上げます。

トップメッセージ Top Message
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2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

2020年
3月末

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2025年
3月末

2026年
3月末

4.76%

4.26%

6.02%

5.51%

7%程度
（見通し）

6.5%程度
（見通し）

資本コストは、現状6％※1～10％※2程度と認識

純資産ベース株主資本ベース（%）

4.95%

5.44%

0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

収益力強化

経費コントロール

株主還元

成長投資

投資家との対話

リスクアセット
コントロール

成長戦略等
の開示

お客さま起点の "One to Oneソリューション" の提供 

ストラクチャードファイナンス(高RORA資産)への取組み  

営業態勢の強化

政策保有株式の縮減

業務効率化を通じた経費削減

株主還元の充実 (配当、自己株式取得)

ROE向上に向けた上記取組みの継続的な情報開示

戦略的システム投資、人的資本投資等
etc.

株主・投資家とのエンゲージメント活動強化

×
PBR改善

ROE向上

PER向上

RORA改善

財務レバレッジ
水準適正化

成長期待
の醸成

資本コスト
低減

当期純利益
自己資本

株式時価総額
当期純利益

当期純利益
リスクアセット

リスクアセット
自己資本

現
中
計
施
策
の
着
実
な
実
行

PBR改善に向けた取組みの方向性
　PBR改善に向けて、「RORA改善」と「財務レバレッジ水準の適正化」を通じROEの向上を図るとともに、これらの取組方針や進捗状況を積極
的に開示し、PERの向上（成長期待の醸成及び資本コスト低減）につなげていく必要があると認識しています。

PBRの現状分析・評価
　西日本FHのPBRは、2016年10月の西日本FH設立以降、極めて低い水準に留め置かれていましたが、株価の上昇に伴い、2025年3月末
時点では0.52倍へと上昇し、改善傾向にあります。

ROEの現状分析・評価
　2024年度の西日本FHの連結ROEは、純資産ベースで5.51%となりました。PBR改善への重要な要素として、資本コストを上回る水準へ
ROEを引き上げていく必要があると認識しています。

ROE向上に向けた取組みの方向性　
　ROEの向上に向けて、現中計に基づき、西日本FHグループの多様なソリューションを通じた収益力向上、業務効率化等を通じた経費削減、
高RORA資産の残高増強などを通じたRORA改善や、株主還元の充実、戦略的システム投資などを通じた財務レバレッジ水準の適正化を図
ります。こういった各施策の着実な実行の結果として、現中計最終年度である2025年度に、連結ROE（純資産ベース）は、中計KPIとして掲げ
た6%を上回る6.5%程度となる見通しです。

※1 CAPMに基づく算定 ･･･  リスクフリーレート+西日本FHの株価β×マーケットリスクプレミアム  
（「JPXプライム150指数」における資本コスト算出要領に準拠）

※2 株式益利回りに基づく算定 ･･･ 成長率0％を前提としたPERの逆数

PER向上に向けた取組みの方向性　
　PERの向上に向けて、西日本FHグループの成長戦略等を幅広いステークホルダーに継続的に開示するとともに、株主・投資家の皆さまとの
エンゲージメント活動を強化することにより、情報の非対称性を緩和させ、成長期待の醸成と資本コストの低減を図ります。

＜PBRの推移＞ 

＜連結ROEの推移＞

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

2020年
3月末

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2025年
3月末

0.36 0.36

0.28

0.18

0.22 0.22 0.29

0.49
0.52

中期経営計画「飛翔 2026 ～つなぐココロ、つなげるミライ～」の基本戦略と重点施策

企業価値向上に向けた取組み

基本戦略 1. お客さま起点の“One to Oneソリューション”の提供 【ソリューション力の強化】

重点施策
（1）企業へのソリューション提供
（2）個人のお客さまへのソリューション提供

基本戦略 2. 営業革新 【お客さま接点の強化】

重点施策
（1）営業態勢の強化
（2）デジタル戦略
（3）業務革新

基本戦略 3. 人財革新 【人的資本の強化】

重点施策
（1）人財育成
（2）働きがいの向上

基本戦略 4. サステナビリティへの取組み 【サステナビリティの強化】

重点施策
（1）持続可能な地域社会への貢献
（2）当社グループの持続的な成長に向けた取組み

2022年度
実績

2024年度
実績

2022年度
実績

2024年度
実績年度計画 年度計画中計KPI 中計KPI

2025年度 2025年度
目指す経営指標の進捗状況

収
益
性

効
率
性

健
全
性

連結当期
純利益

※ （　）内は西日本
シティ銀行以外
のグループ各
社の寄与額

連結コア
OHR

261億円
（35億円）

310億円
（45億円）

65.8% 63.5%370億円320億円
（50億円）

59.3%60％
程度

連結ROE

連結自己
資本比率

※ （　）内はバー
ゼルⅢ最終化完
全適用ベース

4.95％ 5.51％ 12.10%
（10.39%）

12.59%
（10.39%）

6.5％
程度

11.5%
程度

（10.3%
程度）

6％
程度

11％台
半ば

（10%台
前半）

西
日
本
Ｆ
Ｈ
に
つ
い
て

成
長
戦
略

各
種
デ
ー
タ

経
営
基
盤

株式時価総額
自己資本

資本コストを上回る水準を中長期的に目指す

西日本FHグループの持続的な成長に向けた取組み
　西日本FHは、2023年度にスタートした現中計施策の着実な実行を通じROEの向上を図るとともに、取組状況等の継続的な開示や投資家
の皆さまとの対話を通じPERの向上を図ることで、企業価値の向上（PBR改善）につなげていきます。
　現中計の策定においては、市場評価（株価、PBR等）の低さを経営課題の一つとして認識したうえで、企業価値向上に向けた戦略・施策や
KPI等を織り込んだ計画を取締役会で決議しました。
　現中計の進捗状況を投資家をはじめとする幅広いステークホルダーにご理解いただくため、機関投資家・アナリスト向け決算説明会で、市
場評価・資本コストの認識を交えて説明しています。
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（予想）

31.0% 32.2% 30.2% 33.5% 34.2%
41.4%

71億円 65億円 55億円 81億円 89億円 98億円

75円 90円
55円45円35円30円30円30円

20.1% 22.4% 24.7% 21.1% 24.6%
32.9%

40.3%

125億円

33.8%
総還元性向※

配当性向

総還元額
配当総額

自己株式取得額

1株あたりの
配当金

株主還元の充実
　グループの経営基盤が強化されたことや現中計の業績見通し等を踏まえ、2023年度に、総還元性向の目安を従来の「30％程度」から「40
％程度」へ引き上げる株主還元方針の見直しを行いました。
　また、株主の皆さまへの利益還元の充実と資本効率の向上を図るため、2025年度の配当予想を1株あたり90円へ引き上げました。なお、
増配は5年連続となります。

政策保有株式の縮減
　政策保有株式については、現中計期間中に連結純資産に占める割合を20%未満（時価ベース）とする目標を公表しています。
　2024年度は、前年度に続き残高縮減を進めた結果、政策保有株式の連結純資産に占める割合は目標値の20%を下回る17.7%へと低下
しました。
　引き続き、銘柄ごとに保有継続の妥当性を適宜検証し、残高の縮減を検討していきます。

【株主還元方針】
銀行持株会社の公共性と経営の健全性維持の観点から、適正な内部留保の充実による財務体質の強化と株主の皆さまへの
安定的な配当の実施を基本方針とします。具体的には、親会社株主に帰属する当期純利益に対する総還元性向40%程度を当
面の目安とし、その時々の経済情勢や財務状況、業績見通し等も勘案しつつ、各期の還元内容を決定します。

資本政策

西
日
本
Ｆ
Ｈ
に
つ
い
て

成
長
戦
略

各
種
デ
ー
タ

経
営
基
盤

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2025年
3月末

2026年
3月末

1,567億円
（297億円）

1,296億円
（181億円）

1,331億円
（161億円） 1,198億円

（100億円）

541億円 538億円 524億円 414億円

986億円
（100億円）

401億円

▲212億円

24.4%

24.7%

20.5%
17.7%

銘
柄
数

連結純資産に占める割合

政策保有株式の残高

：時価
：取得原価

28.5%

▲23億円
▲189億円

売却等　：
株価変動：

233
（2）

316
（6）

310
（6）

297
（5）

243
（2）

　西日本FHは、グループの持続的な成長・企業価値の向上に向け、十分な資本水準を確保しながら、将来を見据えた成長投資に積極的に取
り組むとともに、株主・投資家の皆さまへの利益還元を充実させます。

現中計期間中、自己資本比率は10％台前半
で推移する見通し

将来を見据えた成長投資への積極的な取組み

連結自己資本比率
 [バーゼルⅢ最終化完全適用ベース]

株主還元方針を見直し、総還元性向を「40％
程度」まで引上げ

親会社株主に帰属する
当期純利益に対する総還元性向

株主還元の充実十分な資本水準の確保

成長投資

10.39%

戦略的投資 人的資本投資 有価証券運用

10.3%程度

2022年度 2025年度計画

60億円
80億円

前中計 現中計

2025年度
計画

2024年度
実績

2022年度
実績

10.39% 10.3%程度
株主還元

自己資本比率
10.39%
自己資本比率

リスクアセット
増加他

（成長投資等）

自己資本比率

利益計上
＋1.23%

△0.50%

△0.73%

2022年度 2025年度

リスクアセット

リスクアセット

事業性貸出
ストラクチャード
ファイナンス

個人ローン 有価証券
その他

戦略的投資の拡大
戦略的システム投資の拡大
　生産性・効率性の向上やお客さまの利便性の向上に資する戦略的なシステム投資を拡大します。

＜主な戦略的システム投資＞＜戦略的システム投資の拡大＞

＜キャピタルアロケーション＞

＜政策保有株式の残高、銘柄数、連結純資産に占める割合＞ ＜純投資株式の残高、銘柄数＞

※ 利益還元額（配当+自己株式取得）÷親会社株主に帰属する当期純利益

※ 自己資本比率はバーゼルⅢ完全適用ベース。

※ 西日本FHグループで保有残高が最も大
きい西日本シティ銀行の計数を記載。

※ 図中、(　)内の数字については、みなし
保有株式の計数。

＜現中計3年間のリスクアセットの増減イメージ＞

西日本FHグループの
持続的な成長/企業価値向上

総還元性向
40%程度を目安

5年連続
増配を予定

30％程度 40％程度

～2022年度 2023年度～

etc.

新型ATMへの更改

渉外担当用端末の全面更改

デジタルチャネルの機能拡充

前中計

etc.

新営業店システムの導入

次期CRM/SFAシステムの導入

デジタルチャネルの機能拡充

現中計

etc.

現中計期間
（2023年4月～2026年3月）

西日本FHグループの持続的な成長に向けた取組み

2024年3月末

銘柄数 取得原価

27銘柄 107億円

2025年3月末

銘柄数 取得原価

18銘柄 64億円
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